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１．工業用電力の節電について 

(1) 当事務所所在エリアにおける工業用電力の節電状況 

上海レポート第 21 号（2021 年 9 月 29 日付信 SH 第 11 号）で既報の通り、①中央政府

によるエネルギー消費削減目標達成圧力、②石炭採掘の制限、エネルギー価格の高騰による

発電事業の逆ザヤ化に伴う発電会社における発電余力の低下という背景のもと、9 月以降、

中国各地で工業用電力を中心とする節電要請が行われていますが、国慶節連休明けの 10 月

８日以降もこの状況に変化はありません。当事務所が所在する上海市はエネルギー消費削減

目標をクリアしているようで基本的に節電要請はなされていませんが、隣接する江蘇省・浙

江省、特にエネルギー消費削減目標の未達幅が大きいとされる江蘇省では厳しい節電要請が

なされています。上海市・江蘇省・浙江省には、在中日系企業の半数近くが所在しており、

日系企業への影響が避けられない情勢となっています。 

当事務所において、節電要請が特に厳しい江蘇省における状況を各方面に聴取したところ、

幾つかの共通する意見が寄せられ、おおむね以下の通りとなっています。 

中国において中央政府が政策を実施する場合は、中央政府は政策目標を提示するのみで、

その実施方法は地方にゆだねるケースが多くなっています。本件においても、地方政府や開

発区は、中央政府から課せられた厳しい節電ノルマを彼らなりの価値基準をもとに各企業へ

割り振ることで、極力経済活動を維持して税収を確保することを目指しているようです。 

 金属精錬、化学など電力を使う量が多い、また、環境負荷の比較的高い企業への節電圧力が強い 

 大手自動車・電機メーカーやその関連企業・有力下請けへの電力供給は比較的維持されやすい 

 使用電力当たりの納税額が重要なファクターになっており、これが低いと電力供給を制限されやすい 

■要旨■ 

 一部地域でみられる工業用電力の節電要請は、少なくとも年末まで継続

する見込み。信用金庫取引先の中国現地法人には業績押下げ圧力も 

 一部不動産会社の経営危機について、信用金庫取引先への影響は特段想

定されないものの、不動産バブル崩壊等のリスクにつき注視が必要 

 

 

 

こちらは信用金庫とそのお取引先向けとさせて頂いております。 

ご覧になりたい場合は、お近くの信用金庫（検索はこちら）までご相談ください。 
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